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株式会社サニックスの事業の一部譲受けに関するお知らせ 
 
 当社は、平成１９年９月１８日開催の取締役会において、平成１９年１１月１日付を

もって、株式会社サニックスの事業のうち、環境資源開発事業部門の一部を譲受けるこ

とを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 
記 

１．譲受け理由 
株式会社サニックスは平成６年４月、産業廃棄物処理を目的として北九州市門司区に北九

州工場を新設し、特別管理産業廃棄物を含む産業廃棄物中間処理事業（焼却、加熱、破砕、

中和、脱水など焼却工場部分）を開始いたしました。平成１２年には同工場内に廃プラス

チック処理プラントを設置しております。また平成１０年には同工場にてISO14001の認証

を取得しております。 

同工場には一日当り１８６トンの焼却処理能力を有するロータリーキルン・ストーカー炉、

焼却前処理としての有害廃液処理設備、および一日当り１５０トンの能力を有する廃プラ

スチック破砕設備が設置されています。主要取引先は九州地区を中心に西日本一帯に及ん

でおり安定的な業績を上げています。当社はすでに九州エリアでは福岡県、鹿児島県に事

業所を配し環境事業を展開していますが、今後当社神戸工場と連携し、西日本エリアの顧

客に対するワンストップ型ソリューション体制の一層の充実を目指して本事業の譲受けを

決定いたしました。 

 

２．譲受け概要 

（１）譲受け部門の内容 

株式会社サニックスの環境資源開発事業部門における九州支店、焼却処理工場、廃プラ

スチック処理工場および付随事業 

事 業 内 容 所 在 地 

営業部 九州支店 福岡県北九州市門司区新門司三丁目81-5 

北九州 焼却処理工場 同  上 

北九州 廃プラスチック処理工場 同  上 

 

（２）株式会社サニックス環境資源開発事業部門の経営成績       単位：百万円 

 平成１７年３月期 平成１８年３月期 平成１９年３月期 

売 上 高  １０，３０９  １０，１９８  ９，６１２  

営 業 利 益  △２，４２７  △１，６０１  △９１３  

  

＊内、譲受け部門の経営成績                    単位：百万円  

 平成１７年３月期 平成１８年３月期 平成１９年３月期 

売 上 高 １，５７２ １，２８６  １，５８９ 



 

（３）譲受け資産、負債の項目および金額（平成１９年６月３０日現在）  単位：百万円 

  資   産 負  債 

項 目 帳簿価額 項 目 帳簿価額 

流動資産 １１  流動負債 １  

固定資産 ２，３３９  

合 計 ２，３５１  

 

 

（４）譲受け価額および決済方法 

  ①譲受け価額 ： 譲受け日現在の対象資産・負債の評価を基に決定する予定です。 

  ②決 済 方 法 ： 現金決済を予定しております。 

なお、資金は全額自己資金で賄う予定であります。 

 
３．株式会社サニックスの概要 
（１）商    号  株式会社サニックス 
（２）主な事業内容  ＨＳ事業（一般家庭向け白蟻防除施工など） 

ＥＳ事業（企業向け防錆機器取付施工など） 
環境資源開発事業（産業廃棄物中間処理など） 

（３）設立年月日  １９７８年（昭和５３年）９月 
（４）本店所在地  福岡市博多区博多駅東二丁目１番２３号 
（５）代 表 者  代表取締役社長 宗政 伸一 
（６）資 本 金  １４０億４,１８３万円（平成１９年３月３１日現在） 
（７）従 業 員 数  １,８２２人（平成１９年３月３１日現在） 
（８）大株主構成   株式会社バイオン  １７．６９％ 

および持株比率 宗政伸一      １４．７７％ 
（９）当社との関係  資本・人的関係ともにありません。 
 
４．日 程 
平成１９年 ９月１８日     取締役会 
平成１９年 ９月１８日     事業譲受け契約締結（※停止条件付き） 
平成１９年１１月 １日（予定） 事業譲受け期日 

 
※事業譲受け契約については、当該事業が許認可事業であるため、当社において事業

に必要な各種許認可が取得できること、また近隣住民の方々との合意事項や主要取

引先の引継ぎならびに公正取引委員会への届出などが合理的に確認可能となるまで

当該事業譲渡は履行されない旨を停止条件といたします。 
 

５．今後の見通し 

  事業譲渡期日が平成１９年１１月１日（予定）であるため、今期の当社（連結）業績

に与える影響は軽微であると考えます。 

以 上 


